
別記様式第６号

産地技術導入支援事業（新技術導入広域推進事業）に関する事業評価票

基準年
(計画策定時)
平成　23　年

目標年

平成　28　年

改善計画実施結
果

（平成 31 年）
目標値 達成率

奈良県

県内産地間連携
による茎頂培養
苗を利用したダ
リア冬春切り栽

培

24年度

県内産地間連携による茎
頂培養苗を利用したダリ
ア冬春切り栽培面積の増
加

0a 12a 12a 25 a 48%

左記の目標のため以下の取
組を行った。
・技術導入検討会の開催
・ダリア需要の把握と茎頂
培養に関する研修会の開催
・現地実証と展示圃の設置
・ダリア栽培マニュアルの
作成
・生産技術の研修会の開催
（新規ダリア生産者の掘り
起こし）

茎頂培養苗を利用した冬春
切りダリアの栽培面積は、
平成31年度より県単事業で
生産技術の検討会を開催し
新規ダリア生産者の掘り起
こしに取り組んでいるもの
の、面積の増加には至って
おらず、成果目標は達成で
きていない。成果目標を達
成していないことから目標
達成に向け改善計画を提出
させる。

具体的な取組内容 地方農政局長等の意見
事業実施主

体名 新技術の内容
事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況



別記様式第８号

基準年
(計画策定

時)
平成29年

目標年

平成31年

滋賀県
イチゴの難防除病害虫
対策技術の導入

２９年度
コンソーシアム候補を１
つ形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない。

コンソーシアム候補を１
つ形成した。

コンソーシアム候補形成に向けて以下の取
り組みを行った。
・実証ほの設置（イチゴの難防除病害虫対
策技術（1品種、3技術））
・炭酸ガス燻蒸処理実演会、研修会、園芸
振興大会の開催
・市場と生産者との意見交換会、園芸振興
大会の開催

イチゴの難防除病害虫対策技
術は、研修会等で技術普及が
図っており、農家への技術導
入が進んでいるとともに、湖
北地域において生産者・実需
者・関係機関と連携し販売等
の活動ができており、コン
ソーシアム候補を形成し成果
目標を達成したと評価でき
る。

兵庫県
「京ひかり（ピーマ
ン）」の省力安定生産
技術の確立

２９年度
コンソーシアム候補を１
つ形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない、

コンソーシアム候補を１
つ形成した。

コンソーシアム候補形成に向けて以下の取
り組みを行った。
・実証ほ場の設置（「京ひかり」導入にお
ける省力安定生産技術（4技術））
・実需者（食品事業者、量販店）との意見
交換

「京ひかり」導入における省
力安定生産のための４技術の
効果検証を行い、課題となる
土壌伝染性病害については、
青枯病・疫病複合抵抗性台木
の導入により栽培技術体系の
確立に寄与する結果が得られ
るとともに、生産者、実需
者、県関係機関からなるコン
ソーシアム候補を形成し成果
目標を達成したと評価でき
る。

奈良県
バラ「同化専用枝群落
内へのCO₂局所施用」

２９年度
コンソーシアム候補を１
つ形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない。

コンソーシアム候補を１
つ形成した。

コンソーシアム候補形成に向けて以下の取
り組みを行った。
・実証施設の設置（実用規模（300坪温室）
での課題の抽出と改善策の検証）
・技術マニュアルの作成
・技術の実需者ニーズ調査
・技術に関する実需者向けリーフレットの
作成、配布
・コンソーシアム候補形成に向けた意向調
査

バラの同化専用枝群落内への
CO₂局所施用の生産者向け技術
マニュアルが作成されている
とともに、生産者、花き市
場、県関係機関からなるコン
ソーシアム候補を形成し成果
目標を達成したと評価でき
る。

白ハト食品
工業株式会
社

新たな加工用紅系かん
しょ産地育成のための
多収安定生産技術の確
立

２９年度
コンソーシアム候補を１
つ形成する。

コンソーシアム候
補は形成されてい
ない。

コンソーシアム候補を１
つ形成した。

コンソーシアム候補形成に向けて以下の取
り組みを行った。
・実証ほの設置（加工用紅系かんしょの多
収品種・系統の収量・品質調査や特性把
握）
・多収品種・系統の加工特性調査
・紅系加工用かんしょを柱とした新たな営
農体系の検討
・コンソーシアム設立に向けた検討会の開
催

加工用紅系かんしょの多収品
種・系統を選定し収量3.7～
4.4ｔ/10aを実現するととも
に、実需者を核にJA等生産者
団体、県、市町等からなるコ
ンソーシアム候補を形成し成
果目標を達成したと評価でき
る。

新品種・新技術活用型産地育成支援事業（産地ブランド発掘事業）に関する事業評価票

事業実施主
体名

新品種・新技術
の内容

事業実施
初年度

成果目標の
具体的な内容

成果目標の達成状況

具体的な取組内容
地方農政局長等の意

見





（別添７）  

 

令和元年度（西暦 2019年度）持続的生産強化対策事業のうち農作業安全総合対策推進事業 

（都道府県段階での農作業事故情報の分析） 

事業評価票 

 

事業実施主体名 

（協議会及び代表

者） 

 滋賀県農業機械化協会 

事業費（円） 148,940円（うち国費 148,940円） 

具体的な取組内容  農作業事故情報の分析及びその分析結果を活用した新たな啓発資材の作成・配布 

成果目標の 

達成状況 

成果目標 達成状況 

（１）事故の実態等を踏

まえ、協議会として重点

的に啓発すべき事項、対

象者及びそれらに対応し

た構成員となっているか

を検討する。 

 

適切に検討されている 

・ 

検討が不十分である 

 

 

 

 

（２）（１）の内容を踏ま

え、次年度以降の取組内

容及びそれに係る構成員

の役割分担を検討する。 

 

適切に検討されている 

・ 

検討が不十分である 

 

 

 

（３）（独自に設定した成

果目標がある場合に記

載） 

（成果目標に見合った達成状況の有無を記載） 

 

総合所見  成果目標は達成されている。 

 

【コメント】 
事業実施主体である滋賀県農業機械化協会は、JA全農し

が、滋賀県農業機械商業協同組合をはじめ、井関農機株式会
社、ヤンマーアグリジャパン株式会社などの農機具メーカーが
構成員となっており、「トラクタ、コンバイン及び刈払機に関連し
た事故の事例の紹介」や「農作業事故を未然に防止するため
の注意点」といった、協議会として重点的に啓発すべき事項に
対応した構成員となっている。 

【コメント】 
 各構成員において開催する農業従事者向けのイベント等にお
いて、啓発冊子「農作業事故実態調査結果報告書」を活用し農
作業事故防止に向けた啓発を行うこととしている。 



別記様式第9－１号

基準年度

平成28年度

1年目

平成29年度

2年目

平成30年度

目標年度

平成31年度
目標値 達成率

労働力確保戦略
センターの設置 平成29年５

月12日設立
－ － －

100%

産地内で必要とさ
れている労働力
の100％確保

3人 2人 43人 40人 107%

評価観点ごとの所見

ａ成果目標が達成されているか。

ｂ計画に則した取組が行われたか。

ｃ予算の執行が適正に行われたか。また予算に見合った成果が出たか。

＜記載要領＞  
  １　評価観点ごとの所見欄には、ａ、ｂ、ｃそれぞれの観点からの所見を記載する。
　２　総合評価欄には、評価観点ごとの所見欄を踏まえて、Ａ、Ｂ又はＣのいずれかに○を付ける。
  ３　総合所見欄には取組全体について総合的な所見を記載する。
  ４　具体的な取組内容欄は、事業実施状況報告書に準ずる。
  ５　事業費は決算額を記入する。

　農業労働力最適活用支援事業（地区推進事業）に関する事業評価票

都道府
県名

市町村
名

事業実施
主体名

事業実
施

初年度

成果目標の具体
的な内容

成果目標の達成状況

　Ａ　：　計画以上の成果が見られる。

　Ｂ　：　計画どおりの成果が見られる。

　Ｃ　：　計画どおりの成果がみられない。

大阪府
大阪府農の
成長産業化
推進会議

29年度

総合所見 成果目標は達成されている。

成果目標は達成されている。

計画に即した取組が行われている。

予算の執行が適切に行われている。また、予算に見合った成果が出ている。

具体的な取組内容

HP、新聞折込や求人情報誌等により雇用就農希望者を募集し、指導農業者の下で実地研修を実施した。
さらに実地研修後にスキルを確認の上、リスト化したほか、農業者と雇用就農希望者とのマッチングを行った。
事業推進にあたっては、全国推進事業を実施する事業実施主体が開催する会議へ出席し情報収集を図り、労働
力確保戦略センター各機関が連携して雇用労働力確保に取り組んだ。

事業費（円）
709,738円（うち国費354,869円）
　（29年度361,916円(うち国費180,958円)
　　30年度347,822円(うち国費173,911円))

総合評価



 

ＧＡＰ取組・認証拡大推進交付金の事業成果及び評価報告書（西暦 2019年度） （西暦 2021年３月 24日作成） 

                                           都道府県名 滋賀県    

目的 

目標値 事業実績 

備考 
目標値 実績 達成度 評価 

事業費実績

（円） 

うち交付金相当

額（円） 

Ⅰ ＧＡＰ指導

活動の推進 
5,740 ７ 0.12％ Ｄ 2,549,780 2,446,962  

Ⅱ ＧＡＰ認証

の取得拡大 
７ ７ 100％ Ａ 1,620,038 1,620,038  

事業の成果 

ＧＡＰ指導活動の推進： 

JGAP基礎研修（43名受講）、ASIAGAP差分研修（10名受講）を受講。 

研修に参加し、GAPに必要な基礎知識を身に着けたことで、GAP指導員の新規育成と、GAPに取り組む農業者への指導がすすんだ。 

 

ＧＡＰ認証の取得拡大： 

認証に必要な経費を助成することにより、新規認証取得経営体数の増加に繋がった。 

GLOBALGAP４経営体、JGAP３経営体 

都道府県による評価 

ＧＡＰ指導活動の推進： 

新型コロナウイルス感染症の影響により、研修・指導が行えず、当初定めていた目標の達成ができなかった。 

滋賀県では環境保全型農業直接支払交付金における GAPチェックリストおよび現地指導をもって 1回、また GAP研修の実施と個別指導を持って 1回、

計２回の複数回指導を持って指導農業者数としてカウントすることとしていたが、対面での指導を実施出来なかったことにより目標を大幅に下回る結

果となった。 

 

ＧＡＰ認証の取得拡大： 

甲賀市や高島市等これまで認証取得のできなかった地域のモデルとして、認証取得を進めることができた。 

また、滋賀県内最大規模の社会福祉法人において認証を取得したことによって、今後の滋賀県内の農福連携において GAPを活用する、モデルとしての

役割を期待できる。 

国による評価 

 新型コロナウイルス感染症の影響により GAP指導農業者数について成果目標を達成していない。 

 令和２年度においては新しい生活様式に対応した指導を続けていくよう指示するとともに、成果目標の達成に向けた改善計画を策定させる。 

 

 



  

別添４－６（第３の２関係） 

ＧＡＰ取組・認証拡大推進交付金の事業成果及び評価報告書（西暦 2019年度） （西暦 2019年６月 23日作成） 

                                        都道府県名   京都府    
 

目的 

目標値 事業実績 

備考 
目標値 実績 達成度 評価 

事業費実績

（円） 

うち交付金相当

額（円） 

Ⅰ ＧＡＰ指導

活動の推進 

ＧＡＰ指導 

農業者数 

1,024経営体 

227経営体 ２２％ Ｄ 2,256,000 2,256,000  

Ⅱ ＧＡＰ認証

の取得拡大 

ＧＡＰ認証の新

規取得経営体数 

15経営体 

31経営体 ２０７％ Ａ 4,213,452 3,044,000  

事業の成果 

Ⅰ ＧＡＰ指導活動の推進について、昨年度構築した指導体制を強化するため、ＧＡＰ上級指導員として位置づけるグリーンハーベスター（ＧＨ

評価員）資格取得者の育成に取り組み、15 名の指導員を育成できた。その上で、京都府内の５地域（京都乙訓、山城、南丹、中丹、丹後）におい

て、ＧＡＰに取り組む生産部会や団体等を中心に、国際水準ＧＡＰの実施に関する指導を行い、のべ約 1,500人の農業者に指導を行うことができた

が、複数回の指導を行うことができたのは計 227経営体に留まった。 

Ⅱ ＧＡＰ認証の取得拡大については、令和元年 7 月 2 日～7 月 24 日にかけて認証取得希望経営体を公募したところ、目標を大幅に越える計 31

経営体から応募があった。その応募経営体の認証取得へ向けて、各地域農業改良普及センターのＧＡＰ指導員（基礎指導員、上級指導員）を中心に

指導を行い、ＧＡＰの取り組みが進められ、31経営体全てが認証取得済及び取得見込である。 

 

都道府県による評価 

ＧＡＰ指導活動の推進について、指導農業者数（人数）はのべ約 1,500人にのぼり、府内産地への国際水準ＧＡＰ実践の取組を一定推進できた。

しかし、指導回数が 1回のみの経営体が大多数であったこと、認証取得を目指す経営体には 10回程度指導に入っていること及び１経営体あたりの

指導農業者数（人数）が複数人であったことから、のべ指導農業者数（人数）に比べ、実績値は低くなった。 

 

国による評価 

 GAP指導農業者数について成果目標を達成していない。 

 農業者に対し複数回の指導を行うよう指示するとともに、目標達成に向けた改善計画を策定させる。 

 

 



  

別添４－６（第３の２関係） 

ＧＡＰ取組・認証拡大推進交付金の事業成果及び評価報告書（西暦２０１９年度） （西暦２０２０年６月２４日作成） 

                                          都道府県名  大 阪 府  
 

目的 

目標値 事業実績 

備考 
目標値 実績 達成度 評価 

事業費実績

（円） 

うち交付金相当

額（円） 

Ⅰ ＧＡＰ指導

活動の推進 

国際水準 GAP指

導対象農業者数 

７０ 

２１ ３０％ Ｄ 957,280 946,480  

Ⅱ ＧＡＰ認証

の取得拡大 

国際水準 GAP認

証新規取得者数 

３７ 

５ １３．５％ Ｄ 751,380 604,272  

事業の成果 

 府の GAP 指導体制を構築するため、令和元年度中に全ての普及指導員が JGAP 指導員研修を受講することを目指し、令和元年度は 14 名が受講し

た。過去に受講した者を含め、府の普及指導員全員が受講することができた。また、主要産地の JA営農指導員 3名も受講することができ、JAグル

ープと連携した指導体制を構築することができた。 

 国際水準 GAP に取り組む農業者への指導活動については、講習会を開催する等の啓発活動により新規に取り組む農業者を増加させたが、平成 30

年台風 21 号で被災し、未だ復旧途中であるため国際水準 GAP への取り組みに積極的になれない農業者が多かったため、指導対象農業者数は 21 名

となった。その内、新規に国際水準 GAP認証を 5経営体で取得することとなった（令和 2年 6月現在で未審査含む）。 

 

都道府県による評価 

 府内の GAP 指導体制は構築することができた。一方で平成 30 年の台風による被災の影響が大きく、GAP へ取り組む農業者数及び新規認証取得者

数は目標に届かなかった。特に府の農業生産において大部分を占める泉州地方での影響が大きく、被災からの復旧が最優先となり GAP への取り組

みが鈍化した。 

 そのような状況下でも、経営に主眼を置いた講習会を実施するなど、現場のニーズに合わせた普及啓発活動を実施することにより、21 名に対し

て国際水準 GAPの指導を実施し、5経営体において国際水準 GAP認証を取得することができた。 

 令和 2 年度においても、引き続き GAP に取り組む農業者に対しての指導を実施するとともに、新規に取り組む農業者への啓発活動を実施する予

定である。 

 

国による評価 

 GAP指導農業者数及び GAP認証の新規取得等経営体数について、成果目標を達成していない。 



  

 啓発活動を推進し、ＧＡＰに関する個別指導の実施及び国際水準 GAP の認証取得に意欲的な農業者を育成するよう指導するとともに、目標達成

に向けた改善計画を策定させる 

 



  

別添４－６（第３の２関係） 

ＧＡＰ取組・認証拡大推進交付金の事業成果及び評価報告書（西暦 2019年度） （西暦 2020年６月 23日作成） 

                                             都道府県名 兵庫県  
 

目的 

目標値 事業実績 

備考 
目標値 実績 達成度 評価 

事業費実績

（円） 

うち交付金相当

額（円） 

Ⅰ ＧＡＰ指導

活動の推進 

指導農業者数 

２１９名 
２２８名 １０４％ Ａ 3,214,000 3,214,000  

Ⅱ ＧＡＰ認証

の取得拡大 

GAP認証の新規 

取得経営体数 

９経営体 

８経営体 ８９％ Ｂ 2,030,000 2,030,000  

事業の成果 

 ＧＡＰ指導活動の推進においては、県内でのＪＧＡＰ指導員研修（１回）や ASIAGAP基礎差分研修（１回）を開催し、１４名のＧＡＰ指導員を新

規育成するとともに、ＧＡＰを推進する各種研修会等の実施や指導資料の作成、育成されたＧＡＰ指導員による農業者等への指導により、ＧＡＰ認

証取得を目指す者や国際水準ＧＡＰの実施を目指す者など、２２８名の農業者等へＧＡＰの取組が普及した。 

 ＧＡＰ認証の取得拡大においては、各関係機関等を通じた要望調査の実施や一般公募により、当初目標の９経営体の支援を予定していたものの、

審査機関の数が限られている中で全国的に審査申込が混雑しており、年度内審査を希望しても契約ができないケースにより、１経営体の支援が困難

となったため、目標達成には至らなかった。 

 

都道府県による評価 

 事業の活用により、県内のＧＡＰ指導員の増加や農業者等のＧＡＰ取組に係る知識の習得、実践者の育成が進み、指導体制構築への貢献度は高い

と考える。ただ、ＧＡＰ指導員の異動等により指導対応が可能な人数にも毎年変動があるため、新規ＧＡＰ指導員の継続育成や既育成指導員の指導

能力をフォローアップする体制等について課題が残る。また、ＧＡＰ認証の取得拡大にかかる目標値は未達成であるものの、審査機関の混雑により

支援できなかった等の環境的要因によるものである。R1 年度は、県内農業協同組合が主導となった団体認証の取得支援も行っており、地域モデル

として今後の県内認証取得の波及効果があるものと評価する。 

 

国による評価 

 GAP認証の新規取得経営体数について、成果目標を達成していない。 

 認証取得を行えなかった経営体に対し引き続き認証取得に向けた働きかけを行うよう指示するとともに、目標達成に向けた改善計画を策定させ

る。 

 



  

別添４－６（第３の２関係） 

ＧＡＰ取組・認証拡大推進交付金の事業成果及び評価報告書（西暦２０１９年度） （西暦２０２０年６月１８日作成） 

                                     都道府県名   奈良県    
 

目的 

目標値 事業実績 

備考 
目標値 実績 達成度 評価 

事業費実績

（円） 

うち交付金相当

額（円） 

Ⅰ ＧＡＰ指導

活動の推進 
231 135 58.4 Ｃ 1,419,313 1,419,313  

Ⅱ ＧＡＰ認証

の取得拡大 
1 1 100 Ａ 129,000 129,000  

事業の成果 

Ⅰ ＧＡＰ指導活動の推進 

新たに６名のＧＡＰ指導員を育成し、当県におけるＧＡＰ指導員は１５名となった。 

ＧＡＰの指導は茶の生産者や県内で農産物の輸出をおこなっている又は目指している生産者など１３５名に対して行った。 

外部講師による研修会を２回開催し、延べ２４名の農業者が参加した。 

 

Ⅱ ＧＡＰ認証の取得拡大 

東京オリンピック・パラリンピックへ農産物の提供を希望する農業者１名がＪＧＡＰ認証を取得した。 

都道府県による評価 

Ⅰ ＧＡＰ指導活動の推進 

「ＧＡＰをする」ことの必要性は農業者への指導時や部会等の集まりで説明を行っていたが、ＧＡＰ指導は要望があった農業者に対して実施してい

たため目標とする指導者数を達成できなかった。 

目標を達成するためにはＧＡＰ指導の要望を増加させる必要があるので、引き続き「ＧＡＰをする」の必要性を農業者へ説明するとともに、説明を

聞いた農業者が抱えている課題をＧＡＰの考えをもって解決できないか提案する必要があると考える。 

 

Ⅱ ＧＡＰ認証の取得拡大 

目標どおり達成しており、問題ないと考える。 

国による評価 

 GAP指導農業者数について、成果目標を達成していない。 

 研修会や県職員による巡回指導を通じて、農業者に対して積極的に GAP の指導を行うよう指示するとともに、目標達成に向けた改善計画を策定

させる。  



  

別添４－６（第３の２関係） 

ＧＡＰ取組・認証拡大推進交付金の事業成果及び評価報告書（西暦 2019年度） （西暦 2020年６月 26日作成） 

                                           都道府県名 和歌山県    
 

目的 

目標値 事業実績 

備考 
目標値 実績 達成度 評価 

事業費実績

（円） 

うち交付金相当

額（円） 

Ⅰ ＧＡＰ指導

活動の推進 

GAP指導 

農業者数 

６４９経営体 

６５２経営体 １００％ Ａ 1,551,652円 1,546,600円  

Ⅱ ＧＡＰ認証

の取得拡大 

GAP認証の新規 

取得経営体数 

０経営体 

０経営体 － －     0円     0円  

事業の成果 

 （株）ＡＧＩＣやＧＡＰの認証取得に向けて取り組んでいる生産者を講師に招き講演会や研修会を行った。各経営体に対しては、ＧＡＰ指導員養

成研修を受講したＧＡＰ指導員が勉強会を実施した。その内容は、出荷調整済みの商品をサンプルとし、異物混入リスクに関する食品衛生について

指導した。また、ほ場での農薬散布指導や施肥指導と関連させ、労働安全や環境保全に関する指導を行った。なお、各経営体の倉庫やほ場において

リスク部分をチェックし、改善指導を行った。 

  

 

 

都道府県による評価 

 本県では、指導体制構築のためＧＡＰ指導員数の増加をめざし、引き続き、ＧＡＰ指導員養成研修を実施している。ＪＡの営農指導員や県の普及

指導員に加え、農林大学校の職員がＧＡＰ指導員となった。しかし、指導体制構築のためには、引き続き養成研修が必要と考えている。 

  

 

国による評価 

 成果目標は達成されている。 

 


